
データヘルス計画（国保・後期広域）の在り方に関する検討会開催要綱 
 
１ 目的 
平成 25 年 6 月 14 日に閣議決定された「日本再興戦略」では、「全ての健康保

険組合に対し、レセプト等のデータの分析、それに基づく加入者の健康保持増

進のための事業計画として「データヘルス計画」の作成・公表、事業実施、評

価等の取組を求めるとともに、市町村国保が同様の取組を行うことを推進する。」 
とされるなど、レセプト・健診情報等のデータ分析に基づく保健事業を実施す

ることを推進することが求められているところである。 
平成 26 年 6 月 12 日には国保について、同年 7 月 31 日には後期高齢者医療

について、それぞれ「保健事業の実施計画（データヘルス計画）作成の手引き」

が策定され、健康・医療情報を活用してＰＤＣＡサイクルに沿った効果的かつ

効率的な保健事業の実施を図るため、平成 29 年度までを第１期データヘルス計

画期間の基本として、データヘルス計画の策定が進んでいるところである。 
今後、平成 30 年度からの第２期データヘルス計画の策定に向けて、全ての医

療保険者が保険者機能をより一層発揮し、加入者の健康の保持増進に資する取

組が円滑に進むよう、現状の分析や、取組に当たっての課題を整理する等の具

体的な検討を行うため、関係者の参集を得て、本検討会を開催する。 
 
２ 検討事項 
（１）第１期データヘルス計画の策定に係る現状と課題について 
（２）「保健事業の実施計画（データヘルス計画）作成の手引き」の見直しにつ

いて 
 
３ 構成 
（１）検討会は、学識経験者、自治体、保険者関係団体等から構成し、構成員

は別紙のとおりとする。 
（２）座長は、検討会の構成員の中から選出することとする。 

座長は、必要に応じ、構成員を追加するとともに、構成員以外の関係者

の出席を求めることができる。 
 
４ 検討会の運営 
（１）検討会の議事は、率直な意見の交換を確保する必要があることから、会

議を非公開とする。原則として資料を公表し、議事要旨を作成する。 
（２）検討会の庶務は、厚生労働省保険局国民健康保険課と高齢者医療課が連

携して行う。 
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（３）この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関して必要な事項は、検

討会において定める。 
 
附則 
この要綱は、平成 29 年７月 21 日から施行する。 
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